
令和２～３年度

河川砂防部会の活動報告

１．緊急改築事業における砂防堰堤の改築や補修
等の設計におけるポイントおよび事例について

２．急傾斜施設(待受式擁壁)の施工時における平
板載荷試験の取り扱いについての考察
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1 海野　広行 ㈱南日本技術コンサルタンツ 12 一松　　隆 ㈱大進

2 福村　槙二 鹿児島土木設計㈱ 13 壽　祐太朗 ㈱建設技術コンサルタンツ
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11 寒水　俊一 新和技術コンサルタント㈱ 22 中原　知洋 建設情報コンサルタンツ㈱

１．事業の背景

２．設計のポイント

３．設計事例

４．今後の取組事項
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緊急改築事業における砂防堰堤の改
築や補修等の設計におけるポイント
および事例について
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１．事業の背景

●緊急改築事業について

●鹿児島県の特色と災害

●鹿児島県の砂防関係事業の現状

●砂防関係施設に求められる機能及び性能

●不透過型砂防堰堤について

●緊急改築事業の採択要件

●公共施設における長寿命化計画について
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①砂防設備等緊急改築事業
総合流域防災事業（砂防事業等）における砂防事業の中のひと

つであり、既設の砂防設備及び地すべり防止施設（以下「砂防設
備等」という。）について、緊急改築を行うことで既存の砂防設
備等を有効活用することにより、地域における安全の向上を図る
ことを目的に実施するもの

●１－１ 緊急改築事業について

砂防関係事業の概要（令和３年度）より
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●１－２ 鹿児島県の特色と災害

地 域特 色 ： 災 害 が 発 生 し やす い
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本土の半分以上が、水を含むと崩壊しやすい「シラス土壌」に
覆われている

●１－２ 鹿児島県の特色と災害

地 質 ： 崩 壊 し や す い シ ラ ス 台 地

2019年7月3日 JR南鹿児島駅付近 斜面崩壊
時事通信社より
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• 全国111火山の約10%に当たる「11」の火山を有する

• 火山活動が特に高いランクAの活化山を3つ有する
(桜島、薩摩硫 島、諏訪之瀬島)

●１－２ 鹿児島県の特色と災害

火 山 ： 桜 島 な ど の 活 火 山 が 多 い

桜 島 南日本新聞社より 諏訪之瀬島 南日本新聞社より

薩摩硫 島 朝日新聞デジタルより
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※県内51ヵ所の月間合計値(気象庁データより集計)

●１－２ 鹿児島県の特色と災害

気 象 ： 梅 雨 時 期 に 強 い 雨 が 集 中
近年は線状降水帯と言った短時間の強い降水をともなう被害も発生
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鹿児島県における土砂災害対策2021（広報誌）より

●１－２ 鹿児島県の特色と災害

本土の大半がシラス等の特殊土壌に覆われ、台風や集中豪雨等に
より、毎年のように甚大な土砂災害が発生

鹿児島県内の土砂災害発生数の推移

最近10年間(2011年(平成23年) 2020年(令和2年))において、年平均
81件の土砂災害が毎年発生している

本県の自然災害による犠牲者に土砂災害が占める割合は、全国平均の
約4割に対して、約8割と高くなっている
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鹿児島県における土砂災害対策2021（広報誌）より

H26年以降、予算は下げ止まり徐々に回復している傾向にある

●１－３ 鹿児島県の砂防関係事業の現状
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令和2年国勢調査結果鹿児島県速報より

●１－３ 鹿児島県の砂防関係事業の現状

減 少 傾 向 に   め が か か ら な い
優先度を考慮するといずれ過疎地域の事業は継続出来なくなる恐れがあり、
危険性が除去されない地域はますます過疎化が進行するのではないかと危
惧される 10

①砂防関係施設のストック状況と保全対象

砂防関係施設数
• 砂防関係施設の内、砂防設

備（砂防堰堤、床固工）の累
計施設数は1867に上る

• 20年後の2034年にはその約
6割が建設後50年を超える

2034（H4７）以降、修繕・更新
需要が高まるものと想定される

●１－３ 鹿児島県の砂防関係事業の現状
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公共インフラを取り巻く社会環境
・事業予算の減少
・人材の枯渇・技術継承の断絶
・利用頻度と重要度のミスマッチ

（砂防関係施設の評価不足）

コ ス ト 縮 減 事 業 予 算 の 平 準 化

●１－３ 鹿児島県の砂防関係事業の現状
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●１－４ 砂防関係施設に求められる機能及び性能

◇砂防堰堤
○土石流・流木捕捉機能 －－－－－－－土石流等で流出する土砂・流木を捕捉する
○土石流・流木発生抑制機能 －－－－－渓床・渓岸からの土砂・流木の生産を抑制する
○流出土砂調整機能 －－－－－－－－ 下流に流出する土砂量・粒径を調整する
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砂防設備

①主な機能

土砂生産抑制機能
土砂流送制御機能
土石流・流木発生抑制機能
土石流・流木捕捉機能
土石流導流機能
土石流堆積機能
土石流緩衝機能
土石流流向制御機能等

②主な性能 砂防設備の安定性
強度など構造上の性能

●１－４ 砂防関係施設に求められる機能及び性能

砂防関係施設の 寿命化計画策定ガイドライン（案）より

緊急改築時に重要視
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立体図

側壁護岸
水通し
水抜き穴

垂直壁
または
副堰堤

本（主）堰堤

袖天端
袖

●１－５ 不透過型砂防堰堤ついて

水通し肩
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●１－５ 不透過型砂防堰堤ついて

鹿児島県における土砂災害対策2021（広報誌）より16

砂防設備等緊急改築事業の採択要件

ア

原則として、ライフサイクルコスト及びその縮減に関する方針が記載さ
れた 寿命化計画が策定され適正に維持管理されているもの。
ただし、平成35年度までに着手される砂防設備等緊急改築事業について
は、 寿命化計画に基づき維持管理されていることを条件とするが、ラ
イフサイクルコスト及びその縮減に関する 針が記載された 寿命化計
画に基づき維持管理されていることは条件としない。

イ

事業の対象となる砂防設備等が、以下のいずれかの要件に該当するもの

（ⅰ）昭和52年以前の技術基準により設計されており、土石流に対して
構造物の安全性、安定性が確保されていない砂防設備

（ⅱ）設置後概ね10年経過した施設で、地質条件などによって当初設計
時の想定より早期に集排水ボーリングの目詰まりが生じており、近年開
発された材料の活用により目詰まりが生じにくくなるなど施設の機能が
著しく向上する地すべり防止施設

●１－６ 緊急改築事業の採択要件

砂防関係事業の概要（令和３年度）より

17



砂防設備等緊急改築事業の採択要件

ウ

 寿命化計画の策定を条件とする場合は、社会資本総合整備計画に 寿
命化計画の内容を記載するものとする。また、実施に当たって、事業計
画に、次に掲げる事項を定めた緊急改築事業計画が記載されていること。
なお、（ⅴ）、（ⅵ）の事項を定める際には、コスト縮減効果などが見
込まれる新技術の導入についての検討内容を記載すること。
（ⅰ）対象とする砂防設備等の概要
（ⅱ）事業の目的
（ⅲ）保全対象
（ⅳ）施設管理の状況
（ⅴ）緊急改築工事の内容
（ⅵ）その他参考となる事項

エ 総事業費が１億円以上であるもの：圏域単位
（当該工事の実施に必要な調査を含む。）

●１－６ 緊急改築事業の採択要件

砂防関係事業の概要（令和３年度）より
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緊急改築事業で実施する対象の砂防堰堤
昭和52年以前の技術基準により設計されており、土石流に対して
構造物の安全性、安定性が確保されていない砂防設備

→昭和52年の河川砂防技術基準で土石流区域における最小天端幅
が３ｍと規定されたため、3ｍ未満の堰堤は昭和52年以前の技術基
準の施設となる。

※基本的に堰堤工を対象とする。

●１－６ 緊急改築事業の採択要件
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●１－７ 公共施設における長寿命化計画について

2012(H24)年 12月 笹子トンネル天井板落下事故
2013(H25)年 1月 社会資本の老朽化対策会議
2013(H25)年 11月 インフラ 寿命化基本計画
2013(H25)年 10月 インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議
2014(H26)年 6月 砂防施設の 寿命化計画策定ガイドライン
2014(H26)年 9月 砂防関係施設点検要領
2015(H27)年 3月 鹿児島県版 砂防関係施設点検要領
2016(H28)年

 2017(H29)年
砂防・地すべり・急傾斜施設の点検マニュアル等が策定さ
れ、順次点検・健全度評価を実施

2019(H31)年 3月 砂防関係施設の 寿命化計画（個別施設計画）

鹿
児
島
県

国
土
交
通
省
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２．設計のポイント
●既存資料収集
●現地調査
●計画流出土砂量の算出
●水通し断面の設定
●土石流の流速と水深
●既存堰堤及び改築後の安定計算
●袖部の検討
●嵌入長・除石計画
●既存資料収集
●ボーリング調査
●既存堰堤の評価
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●既存資料の収集

１．設備台帳

２．土石流危険渓流カルテ

３．長寿命化点検結果

４．基礎調査資料

５．その他
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●既存資料の収集

１．設備台帳

・砂防指定地管内図で対象箇所を確認する。
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●既存資料の収集

２．土石流危険渓流カルテ

・県のHPにある土砂災害警

戒区域等マップの土砂災

害危険箇所で対象箇所を

確認する。

24

●既存資料の収集

３．長寿命化点検結果

・砂防定期巡視点検結果一覧表で対象箇所を

確認する。
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●既存資料の収集

４．基礎調査資料

・県のHPにある土砂災害警戒区域等マップの

土砂災害警戒区域等で対象箇所を確認する。
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●既存資料の収集

５．その他

・市町村で流域調査用の地形図を取得する。

・県砂防課よりDMデータを取得する。
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●現地調査

１．渓流調査

２．巨礫粒径調査

３．流木調査

(流木対策の有無)

４．外観調査

(必要な補修の有無)

新規堰堤計画と
同様の調査内容
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●現地調査

外観調査(必要な補修の有無)

・長寿命化点検が行われている場合は、それを

基に損傷、破損箇所を現地で確認する。

・長寿命化点検が行われてない場合は、損傷、破

損箇所を調査し必要な補修の有無を判断する。
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●計画流出土砂量の算出

計画流出土砂量は、現地調査を行った上で

地形図、過去の土石流の記録等より総合的

に決定する。原則として、流出土砂量は、

流域内の移動可能土砂量と、「計画規模の

土石流」によって運搬できる土砂量を比較

して小さい方の値とする。
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●水通し断面の設定

○設計流量の算出
既設堰堤を最下流堰堤と見なす根拠が

有る場合：土砂含有を考慮した流量で算出。

無い場合：安全を考慮し、土砂含有を考慮

した流量と土石流ピーク流量を

比較し、大きい方の値を採用。

○設計水深の算出
底幅の最小幅は３ｍとし、水通し幅、袖小

口高さが不足する場合、用地・現況の制約

がなければ拡幅する。
31



●土石流の流速と水深

１基の場合、上流３～５断面より平均断面

を作成して水深流速を求める。

複数基数の場合、最上流の水通し断面より

求める。
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（1）既存堰堤の安定計算

①地盤支持力

・ボーリング調査の結果、基礎部が良質地盤
である場合、砂防事業設計積算基準の地盤支
持力を用いて、安定計算を実施。

・基礎部が軟弱地盤であるが、現堰堤が安定
していると判断される場合は、地盤支持力を
逆算して安定計算を実施。

●既存堰堤及び改築後の安定計算
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②.設計水深

流域面積が広い場合、設計水深が既設堰堤
の水通し高さを越えるケースがある。この場
合は、その設計水深の値をそのまま安定計算
に用いる。
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（２）改築後の安定計算

①堤体の単位体積重量

既設部と増設部のコンクリート単位体積重
量の扱いは以下の通りとする。

・増設部のコンクリート単位体積重量

 現行基準の２２．５６(kN/m3)

・既設部のコンクリート単位体積重量

地質調査業務で採取した柱状コアを計測し、
その結果をもとに単位体積重量を検討する。
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②新旧コンクリートの打継ぎ面の処理

堤体の状態を確認して、その結果に応じて
処理方法を決定する。

1）健全な場合

 チッピング工法

2）健全でない場合

 外観調査及び中性化試験・圧縮強度試
験等を参考に総合的に判断し、はつり
厚を決定
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③腹付け厚

腹付け後の最小天端幅は、砂防事業設計積
算基準(計画編５-１４)の基準値以上を確保。
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③腹付け方針

既設堤体への腹付け方針は、前庭保護工の
損傷がある場合は下流側腹付けを基本とし、
それ以外は上下流腹付けを比較して、総合的
な検討を行い決定する。

（下流側腹付け） （上流側腹付け）

前庭保護工の損傷有りの場合、採用

38

新規に砂防堰堤を計画する場合と同様に、
「袖部の自重」、「土石流流体力」、「礫の
衝撃力」と「流木の衝撃力」を比較して大き
い方の衝撃力の３種類を設計外力として、袖
部の破壊に対する照査を行う。

●袖部の検討
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・袖嵌入の確保を基本とするが、不可能な場
合は、袖部対策として人工地山等を検討する。

●袖嵌入長の検討

40

・既設堰堤の周辺状況により、袖嵌入や袖部
対策等できない場合（Ⅴ字谷により多段の法
面対策が必要となる・道路が隣接している・
民家等がある等）はこの限りでは無い。

・見えている部分だけの腹付けとすることも
許容する。

●袖嵌入長の検討

41



３．設計事例

●同一渓流内における複数基計画

●水通し断面の改良

●上流施工時の仮設計画

●現渓床勾配の設定

42

一つの渓流内の上下流に改築計画を実施す
る堰堤が複数ある場合の改築計画の設計例

●同一渓流内における複数基計画

43



（1）現地調査・基本事項決定

（流木調査、移動可能土砂量調査、レキ径調査）

現地調査・基本事項決定に関しては、上流側堰堤を担当
している受注会社にて行い、その他受注会社に展開した。
※本計画では，３号砂防堰堤の受注会社が調査した。

計画基準点 1号砂防堰堤
2号砂防堰堤

3号砂防堰堤

図-１ 流域図（概略モデル図）

３号砂防堰堤受注会社が
現地調査・基本事項決定を行う。

44

（2）施設設計 本堤工（不透過型）

以下の項目について受発注者間で密に連絡を取り、検討
～決定に至るまでの流れの整合を図った。

①水通し断面の検討

②補強工法の比較検討案の選定

③はつり・チッピング工

その他

・腹付け部の間隔及び挿し込長

・堤冠保護工

以下の項目について受発注者間で密に連絡を取り、検討
～決定に至るまでの流れの整合を図った。

①水通し断面の検討
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（2）施設設計 本堤工（不透過型）

①水通し断面の検討
以下に示す『水通し断面検討フロー図』を業務内で統一

して使用することで、整合性を図った。

①既設水通し断面にて設計流量を流し得るかの確認を行う。

図-２ 水通し断面検討フロー図（一例）

③既設前庭保護工のやり替えを含めた水通し断面の検討を行う。

③既設前庭保護工内（側壁護岸天端前面ライン）で水通し断
面を改良した上で腹付け厚を決定する。

可能

不可能

④地形改変による影響（既設道路に影響する等）や施工面での問題
等により水通し断面の改良が不可能であるため、既設水通し断面
にて腹付け厚を決定する。
※その他、『現地状況より竣工から現在までに本堤を越流した形跡
がない』等の理由も加えるとより既設水通し断面の決定根拠とな
る。

④既設前庭保護工のやり替え及び水通し断面を改良した上で
腹付け厚を決定する。

可能

不可能

②既設前庭保護工内（側壁護岸天端前面ライン）注1で水通し断面を
改良することが可能か検討する。

②既設水通し断面にて腹付け厚を決定する。

可能

不可能

既設前庭保護工内
（側壁護岸天端前面ライン）

図-３ 正面図（既設前庭保護工内モデル図）：注146

（2）施設設計 本堤工（不透過型）

以下の項目について受発注者間で密に連絡を取り、検討
～決定に至るまでの流れの整合を図った。

①水通し断面の検討

②補強工法の比較検討案の選定

③はつり・チッピング工

その他

・腹付け部の間隔及び挿し込長

・堤冠保護工

②補強工法の比較検討案の選定
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（2）施設設計 本堤工（不透過型）

②補強工法の比較検討案の選定
以下に示す流れを業務内で統一することで、比較検討案

の整合性を図った。

①以下の点を考慮した上で、下流腹付けまたは上流腹付けの可否
を検討する。

・地形改変による周辺状況（既設道路等）への影響
・施工の可否

②可能な工法（下流腹付け及び上流腹付け）について、腹付け等
厚案及び腹付け緩勾配案のそれぞれ2案を検討し、比較検討を
行う。

下流腹付け等厚案 上流腹付け等厚案

下流腹付け緩勾配案 上流腹付け緩勾配案

図-４ 側面図（比較検討案モデル図：全4案）
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（2）施設設計 本堤工（不透過型）

以下の項目について受発注者間で密に連絡を取り、検討
～決定に至るまでの流れの整合を図る。

①水通し断面の検討

②補強工法の比較検討案の選定

③はつり・チッピング工

その他

・腹付け部の間隔及び挿し込長

・堤冠保護工

③はつり・チッピング工
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（2）施設設計 本堤工（不透過型）

③はつり・チッピング工
はつり・チッピング工の深さは、以下の２項目の結果を

踏まえ決定した。

・中性化試験
・反発硬度試験

写-1 中性化試験状況（例） 写-2 反発硬度試験状況（例）
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（2）施設設計 本堤工（不透過型）

以下の項目について受発注者間で密に連絡を取り、検討
～決定に至るまでの流れの整合を図る。

①水通し断面の検討

②補強工法の比較検討案の選定

③はつり・チッピング工

その他

・腹付け部の間隔及び挿し込長

・堤冠保護工

その他

・腹付け部の間隔及び挿し込長

・堤冠保護工
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（2）施設設計 本堤工（不透過型）

その他
・腹付け部の間隔及び挿し込長

【統一事項】
「砂防技術指針運用（案）設計編，九州地方整備局 河川工

事課，平成29年4月，4-3」に示されている計算手法により、腹
付け部の間隔及び挿し込長を決定した。

・堤冠保護工

【統一事項】
既設堤冠保護工を撤去した上で、新規の腹付け部と併せて

堤冠コンクリートを打設した。
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（3）管理用道路詳細設計

複数基設計（同一渓流内）の管理用道路詳細設計は、以
下の点に留意する。

①管理用道路の一連性の検討
※用地買収の可否・容易さ、地形改変への影響等を考
慮して決定した。

②可能な限り１社にて設計を行う

※管理用道路を一連で設計可能な場合

③最急勾配（１４％）にて設計を行う
※これまで最急勾配（１８％）：「林道規定 旧基
準」を用いてきたが、林道規定の改定により、最急
勾配が１４％に変更となったため。
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（3）管理用道路詳細設計

例）
当初は、工事兼管理用道路を３基一連（右岸側）で計画

していたが、右岸側上流に用地買収困難な土地が３筆程度
あった。
その一方で、左岸側の広大な土地は入会林野整備により、

共有地(５０名)から所有者２名に変更登記されていたこと
が判明したことから、土地の取得がスムーズで緊急改築工
事の早期着工が期待される左岸側で上流側２基の工事用道
路を計画することとした。

結果として、
・最下流堰堤担当受注者：管理用道路を右岸側にて設計
・最上流堰堤担当受注者：管理用道路を左岸側にて設計
※中間堰堤の管理用道路設計も含む
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（3）管理用道路詳細設計

計画基準点

1号砂防堰堤
2号砂防堰堤

3号砂防堰堤

図-５ 流域図（管理用道路 概略モデル図）

既設道路

既設道路

用地買収困難な土地
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（4）測量・用地

複数基設計（同一渓流内）の測量・用地業務は、以下の
点に留意する。

①概ね等分となるように範囲を分ける。

②測量・用地データ・情報は、共有し合う。

問題点

・各社、最新データのやり取りを早期に行わないと手戻りが大
きくなる。

・データのやり取り・図面の訂正を行っていく中で、問題（座標
のずれ等）が生じる恐れがある。

解決策

・業務委託金額の問題等があるが、受注会社１社が統一して
行った方が問題は生じにくい。特に用地業務。
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水通し断面が不足し、改良を行った場合の
改築計画の設計例

●水通し断面の改良
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◆既設断面形状

計画堰堤

◆流域概要

流域面積：0.08km2

堰堤形式：不透過型
堤高：7.0m
堤長：26.0m

58

最下流100%ではない不透過型堰堤

7.22m3/s
15.79m3/s

（2）設計流量と設計水深
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◆検討1：既設断面の場合⇒90cmの嵩上げが必要

＜設計水深＞

＜余裕高＞

＜水通し断面＞
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◆検討2：既設断面で土石流ピーク流量を袖部を含めて流下
させた場合
⇒土砂含有を考慮した流量は20cm嵩上げが必要
⇒土石流ピーク流量は地形上確保できない

「土石流ピーク流量に対する越流水深」
あるいは「最大礫径」によって水通し断面を
決定する場合において、地形等の理由に
より水通し断面を確保できないときは袖部
を含めた断面によって対応することができ
る。但し、この場合、設計水深は土砂含有
を考慮した流量に対する越流水深の値と
する。

＜設計水深＞

＜余裕高＞

＜水通し断面＞

61



◆検討3：袖小口勾配を1:0.5に改良した場合
⇒60cmの嵩上げが必要
＜設計水深＞

＜余裕高＞

＜水通し断面＞
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◆検討4：袖小口勾配を1:0.5に改良し、土石流   流量
 袖部 含  流下   場合
⇒土砂含有 考慮  流量 嵩上不要
⇒土石流   流量 水通 部 流下可能

＜余裕高＞

＜水通し断面＞

＜設計水深＞
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検討結果

嵩上げが不要となる検討④の断面を採用

（3）水通し断面の決定
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堰堤上流施工を採用した改築計画における
仮排水計画の設計事例

●上流施工時の仮設計画
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堰堤上下流は護岸工により整備されている。また、護岸の越流による地
山洗掘等の形跡は見られない。

T H -3

T H - 3 -1

T H - 4

T H -5

T H- 6

T H - 7

H = 5 5. 6 55 mH= 4 9. 7 34 m

K B M .2KB M .3

φ60

ミカンミカン

ミカン

ミカン

ミカン

ミカン ミカン

ミカン

倉庫

ミカン

ミカンミカン

ミカン

ミカン

ミカンミカンミカン

岩

51.31

50.80
50.21

53.17

54.13

52.11

51.74

51.59

53.02

52.85

49.74

46.30

46.56

44.9945.75
45.76

4 6.55
44.97

51.54

55.28

55.24

65.53

64.54

64.82

65.61

66.68

67.74

70.61

62.62

60.60

61.7360.65

63.38

63.43

64.90

65.90
66.44

67.24

66.55

66.61

66.26

58.39

57.36

55.12
50.99

50.23

54.82

58.64

59.11

55.51

55.28

50.22
49.83

53.12

59.69

54.94

57.41

53.47

55.93

50.58

59.15

58.09

58.03

57.93

58.29

59.11

55.73

55.59

55.14

54.87

53.68

53.21

55.34

53.57

56.91
56. 11

水道

59.55

59.23

58.78

59.16

59.05

59.02

59.30

55.36

55.90

55.54

57.42

57.60

57.55

55.67

56.06

56.74

57.68

58.12

59.54

水道

φ1 20

φ
2

水道

φ
3 0

65

6 5

60

6 0

6
5

55

5
0

5
5

N o .0
E P

N o. 0 + 7 . 4
N o. 1

岩

ミカン

ミカン

ミカン

ミカンｽ ﾌ ゚ ﾘ ﾝ ｸ ﾗ ー 
52.67

50.01

50.96

φ30

越流による地山洗掘等の形跡無し

越流による地山洗掘等の形跡無し

上流は護岸工により整備済み

堰堤上流護岸

堰堤上流状況

堰堤正面

前庭保護工状況

（1）堰堤周辺状況

66

（2）改築計画

正面図 側面図

平面図
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堰堤の安定性を確保するための腹付けについて、
検討の結果上流腹付けを計画する。
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堰堤工事に必要な工事用道路を計画した。
現地は常時流水が激しいことから、施工方法は半川締切工法を選定した。
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（3）締切計画
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Aブロック Ｂブロック Ｃブロック

排水 排水

袖部取壊し袖部取壊し

ｺ ﾝ ｸ ﾘ ー ﾄ 打設

①中央部施工

コ
ン
ク
リ
ー
ト
打

継
目

コ
ン

ク
リ
ー
ト
打
継

目

・手順①中央部施工
堰堤の上流の地層は河床堆積物となっていることから、
掘削面を大型土のうおよび袋詰玉石で押さえる計画とした。
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Aブロック Ｂブロック Ｃブロック

②左岸側施工

排水

ｺ ﾝ ｸ ﾘ ー ﾄ 打設

コ
ン
ク
リ
ー
ト
打

継
目

コ
ン

ク
リ
ー
ト
打
継
目

・手順②左岸側施工
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Aブロック Ｂブロック Ｃブロック

③右岸側施工

排水

ｺ ﾝ ｸ ﾘ ー ﾄ 打設

コ
ン
ク
リ
ー
ト
打

継
目

コ
ン
ク
リ
ー
ト
打
継
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・手順③右岸側施工
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計画地点から上流200ｍ区間の勾配が渓床
勾配を代表していない地形の場合の例

●現渓床勾配の設定

72

（1）現渓床勾配の設定

現渓床勾配は計画地点から、概ね上流200ｍ間の平均渓
床勾配とすることを基本とし、計画施設設計前の地形より
算出する。

計画地点から上流200ｍ区間が渓床勾配を代表していな
いと考えられる場合は、当該渓流の状況に応じて区間を設
定する。

砂防基本計画策定指針(土石流・流木対策編)および土石流・流木対策

設計技術指針に基づく計画・設計事例の解説＜第３版＞より抜粋
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183ｍより上流の区間で急勾配となる
ことから、基準点から上流183ｍ間を
現渓床勾配と設定

代表としないと判断

74

４．今後の取組事項

●構造協議について

●成果図面について

●協議事項について
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・複数基設計（同一渓流内）の成果図面は、
出来る限り情報を共有し合う。

※最低でも図面目録を共有することで、
必要図面・図面の並び等の整合は図れる。

●成果図面について

・砂防課での構造協議は、各工区毎に実施す
るが同渓流内に複数基存在する場合は、同
時に実施することで整合も図りやすい。

●構造協議について
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・以下調査範囲については範囲や箇所を充分
協議して実施することが望ましい。
①渓流調査
②地質調査
③コンクリート品質試験
（強度試験・中性化試験）

※渓流によって流域面積が、数km2と広大な
場合もある。

※地質調査で支持地盤の状況とともに重要で
あるのは堰堤の堤高および底面形状

●協議事項について
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１．平板載荷試験とは

２．施設の安定計算と許容支持力

３．考察（平板載荷試験の取り扱い）

［目 次］

急傾斜施設(待受式擁壁)の施工時に
おける平板載荷試験の取り扱いにつ
いての考察

『テーマ２』
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１. 平板載荷試験とは

平板載荷試験は、原地盤に載荷板（直径30cmの円盤）
を設置し、そこに垂直荷重を与え、 荷重の大きさと載
荷板の沈下量との関係から地盤を調べる試験である。
試験の結果、もとめる数値として極限支持力、地盤反

力係数、沈下量があげられる。

（１）平板載荷試験

試験装置の構成例 補強リブ付き載荷板の例
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試験箇所は，計画構造物の種類，規模，基礎の大き
さや地盤状況（支持地盤の位置，層構成など）を十分
に検討し，地盤を代表しうる位置を適切に選定する。

・土質地盤上に載荷板を設置する場合

（２）試験方法

1）試験位置の設定

2）試験地盤面の整形と載荷板の設定

a)試験地盤面は，載荷板の中心から載荷板直径の3倍
以上の範囲を水平に整地する。
b)載荷前の試験地盤面の状況は十分に観察する。
c)整形作業は，地盤の変化や乱れを避けるために，試
験直前に行う。
d)載荷板は，試験地盤面に密着するように設置する。
e)試験中に地盤状態が変化しないように，試験地盤面
を養生する。
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・岩盤上に載荷板を設置する場合

a)試験を実施する岩盤表面は，載荷板の直径の1.5～
2.0倍を目安とする範囲で著しい凹凸がないように平
らに仕上げる。
b)試験地盤面の凹凸は，数mm以下となるように仕上げ
ることを目標とする。
c)載荷前の試験地盤面の状況は十分に観察し，亀裂な
どの状況を把握する。
d)載荷板と試験地盤面を密着させるために，試験地盤
面をセメントペーストなどでフェーシングを行って，
載荷板を設置する
e)フェーシングの範囲は載荷板と同じ面積とし，極力
薄く設置するものとする。
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載荷板への載荷は荷重制御方式によるものとし，載
荷パターン及び荷重持続時間は試験目的に合わせて
設定する。

3）載荷方法

・載荷パターン

「段階式載荷」「段階式繰返し載荷」

「単調繰返し載荷」「最大荷重の繰返し載荷」

「持続荷重の載荷」
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a)地盤の支持特性を求める場合は，段階式載荷又

は段階式繰返し載荷を用いる。

b)地盤の変形特性を求める場合には，単調繰返し

載荷，最大荷重の繰返し載荷，持続荷重の載荷を

組み合わせて用いる。

c)持続荷重の載荷は，地盤のクリープ特性を求め

る場合に用いる。

・試験目的に応じた載荷パターンの組み合わせ
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載荷パターンの例「段階式載荷」「段階式繰返し載荷」
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a)予備載荷の荷重は，各載荷パターンの1段目を超え

ない範囲で設定する。

b)試験最大荷重は，試験箇所の状態と構造物の設計応

力を考慮して設定する（設計応力の1～3倍の範囲で設

定した載荷圧力や想定される極限支持力から決定する

場合が多い。）。

c)段階式載荷，段階式繰返し載荷及び単調繰返し載荷

の荷重は，試験最大荷重を適切に分割して設定する。

d)持続荷重の大きさは，試験時の最大荷重と同一とす

る。

4）荷重
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①測定結果に基づき以下グラフを作成する。
・「時間－載荷圧力曲線」・「時間－沈下量曲線」
・「載荷圧力－沈下量曲線」

段階式繰返し載荷の試験では上記に加え
・「載荷圧力－残留沈下量曲線」・「除荷量曲線」

8）試験結果の整理

・地盤の支持特性を求める場合
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②地盤反力係数を，「載荷圧力－沈下量曲線」から計
算式で算定する。
③地盤が破壊状態に至った点とみなし，その時の載荷
圧力を極限支持力と判定する。
※試験最大荷重に達しても，地盤の破壊状態が認めら
れない場合には，試験最大荷重の載荷圧力を極限支
持力として扱うことができる。
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（３）平板載荷試験のポイント

①試験結果で得られる値は極限支持力、地盤反力係数

②試験最大荷重は，設計応力の1～3倍の範囲で設定した
載荷圧力や想定される極限支持力から決定。

③測定結果に基づきグラフを作成し、設定した近似曲線から
地盤が破壊状態に至った点から極限支持力を求める。

 試験最大荷重に達しても，地盤の破壊状態が認められな
い場合は、試験最大荷重の載荷圧力を極限支持力として扱
う。
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２．施設の安定計算と許容支持力

急傾斜施設の擁壁工における安定計算では「滑動」、
「転倒」、「基礎地盤の支持力」の３つの項目について
検討を行う。
さらに「常時」、「 ※地震時」、「衝撃時」、「崩

壊土砂堆積時」の荷重の組み合わせで検討する。
※擁壁高さが８ｍを超える場合。

（１）急傾斜施設（重力式擁壁）の安定計算の概要
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（2）安全率
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（3）許容支持力の考え方

急傾斜施設の擁壁工における基礎地盤の許容支持力度
は、基礎地盤に応じた許容支持力度に対して安全率に基
づいて評価する。
基礎地盤に応じた許容支持力度は土質試験等で測定さ

れた数値が得られない場合は、以下の表を用いる。
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安全率に基づいた評価方法としては、前項で設定した
砂質土（中位なもの）の場合以下のような評価手法とな
る。

常時
Fs＝3.0

200kN/m2

衝撃時
Fs＝1.0

600kN/m2

地盤の支持力度（常時）×3.0＝地盤の極限支持力度

崩壊土砂堆積時
Fs＝2.0

300kN/m2

200kN/m2     ×3.0＝ 600kN/m2

地盤の極限支持力度÷安全率＝ 許容支持力度
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３．考察（平板載荷試験の取り扱い）

基礎地盤における平板載荷試験の結果から得られる値
は基礎地盤の極限支持力であるため、各々の荷重の組み
合わせの許容支持力に評価する必要がある。
以下に例を挙げる。

（１）平板載荷試験の結果から許容支持力を評価する場合

常時
Fs＝3.0

300kN/m2

衝撃時
Fs＝1.0

900kN/m2

平板載荷試験結果の極限支持力度＝900kN/m2

崩壊土砂堆積時
Fs＝2.0

450kN/m2

地盤の極限支持力度÷安全率＝ 許容支持力度
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擁壁基礎において地盤の支持に必要な極限支持力は、
安定計算結果の鉛直方向応力に安全率を乗じることで算
出が可能である。

常時
Fs＝3.0

120kN/m2

衝撃時
Fs＝1.0

75kN/m2

必要極限支持力度＝360kN/m2

崩壊土砂堆積時
Fs＝2.0

90kN/m2

鉛直方向応力×安全率＝ 必要な極限支持力

鉛直方向
応力

極限支持力 360kN/m2 75kN/m2 180kN/m2
×安全率

（平板載荷試験最大荷重の載荷圧）

（2）必要な極限支持力を算出する場合
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